予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費
	事業名:　飛騨・美濃じまんＰＲ推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
商工労働部　観光課  観光資源係　電話番号: 058-272-1111  (内3076)
国内誘客係　電話番号：058-272-1111（内 3055）

　　　海外誘客係　電話番号：058-272-1111（内 3058）
　　　　　　E-mail：c11334@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：27,169千円（前年度予算額：17,407千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　県では、「知ってもらおう、見つけだそう、創りだそう　ふるさとのじまん」を合言葉に「飛騨・美濃じまん運動」に取り組んでいくこととしており、合言葉の一つである「知ってもらおう」を積極的に推進するため、各種媒体や団体等を活用して、「飛騨・美濃じまん」を広く県内にＰＲし、海外、全国各地から岐阜県へ観光に訪れてもらう。
	２　所要経費


　（１）大都市圏飛騨・美濃じまんＰＲ事業　　　　　　　　  　 9,340千円

　（２）飛騨・美濃観光大使中山道ウォーキング事業　　　　　　　 452千円

　（３）飛騨・美濃観光大使おすすめ観光・県産品情報発信事業　 2,180千円

（４）外国語観光マップ等作成事業　　　　　　　　 　 　 　　5,810千円

（５）観光誘客宣伝事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,386千円

（６）「岐阜プレゼンテーションｉｎ名古屋」事業 　　　　　　 　320千円
（７）観光ＰＲ冊子等作成事業 　　　　　　　　　 　　　　　 6,681千円

	決定額の考え方


大都市圏飛騨・美濃じまんＰＲ事業の一部について、緊急雇用創出事業臨時特例基金事業を活用することとして、所要額を計上します。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	17,407
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	17,407

	要求額
	27,169
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	27,169

	決定額
	21,900
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	21,900


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県内の観光資源や旅行プランを積極的にＰＲすることで、観光入込客、宿泊客を増やし、観光消費額の増大を図る。

・第１ステージ（H20-H24）　観光資源の掘り起こしとブランディング＜点の拡大＞

・第２ステージ（H25-H29）　宿泊滞在型観光の本格展開　　　　　　＜点から線へ＞

・第３ステージ（H30-   ）　岐阜ならではの宿泊滞在型観光の定番化＜線から面へ＞


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	観光消費額
	－億円
（H　）
	－億円
（H　）
	－億円
（H　）
	2,372

億円
（H23）
	2,600

億円
（H29）
	91.2％


	観光入込客数
	－万人
（H　）
	－万人
（H　）
	－万人
（H　）
	3,589

万人
（H23）
	3,800

万人
（H29）
	94.4％


	宿泊客数（延べ人数）
	－万人
（H　）
	－万人
（H　）
	－万人
（H　）
	560

万人
（H23）
	600

万人
（H29）
	93.3％



· 　平成２３年度から集計方法を変更したため、それ以前の結果とは比較不可能

（平成24年度の取組）

	＜大都市圏でのＰＲ＞

・日本列島心のふるさと観光展（大阪）（６回予定）５回済

　・岐阜プレゼンテーションin名古屋（２回予定）１回済

＜中山道ウォーキング＞　３月に開催予定

＜観光ＰＲ冊子＞

・観光ガイドブック　岐阜旅STYLE（２５,０００部）

・観光ポスター（８００枚）制作中

・外国人ガイドマップ（１０,０００部）制作中　　　　　　　　　　ほか


（平成24年度の成果）

	大都市圏での観光展や県内でのイベント、またはそのＰＲツールとなる冊子の作成等により、岐阜県のＰＲを行った。今年の観光入込客数については、来年集計のため未定であるが、下呂温泉宿泊者数は４～１０月で平成２１年、平成２２年、平成２３年を上回っている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	　県内への観光入込客数を増やし、観光消費額を増大させるため、様々な手法で観光ＰＲを行い、岐阜県への興味を喚起する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	　直接的な効果はわからないが、

　観光入込客数の推移

　H18 5,036.9万人　→　H22 5,188.5万人

　上記により、一定の効果が得られていると推察される。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

△

	　岐阜県への宿泊旅行者は、愛知県をはじめとする大都市圏が多く、そこでＰＲを行うことにより、効果的に岐阜県への誘客を図ることができる。また、ＰＲツールについても、内容や媒体等、効果的手法を検討しながら行っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　人口減少社会において、本県の観光客に占める割合が高い中京圏（愛知県、岐阜県、三重県、静岡県）からの来県頻度の向上（リピーター確保対策）。




（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

大都市圏のうち、最も来訪者が多い中京圏をメインターゲットに、少しでも多くの観光者に、岐阜をＰＲできるよう、観光冊子の改訂等、観光情報の変化に柔軟に対応し、岐阜の魅力を効果的にＰＲすることにより、観光客の本県観光への誘導を促進する。


